































本稿では, 東アジア各国における経済成長を背景に, 日系冷凍食品企業の立地選択行動がどう変化したか, ま
た当該国内の消費者の生活水準の向上や, 当該国内における輸送の質の向上が, 日系冷凍食品企業の立地選択
行動に影響を及ぼすかを, 定量的に明らかにすることを目的として分析を行った.
なお, 本稿で対象とする「東アジア」には, 一般的に東アジアに区分される中国, 香港, 台湾および韓国に加
え, 東南アジアに区分されるフィリピン, マレーシア, タイ, インドネシア, シンガポール, ベトナムと, 南アジ




また本稿では, Fujita, Krugman and Venables [14], Fujita and Thisse [15] 等による NEG理論に基づい
た, 市場アクセス・サプライヤーアクセスを利用した. これらの「アクセス」には, 一定の空間内における輸送
費用の存在が含まれており, 「市場アクセス」は, ある国や地域が保持する, 自国内市場への, あるいは貿易相
手国市場への輸送費用を考慮した, 当該財の「需要力」を意味し, 「サプライヤーアクセス」は, ある国や地域
が保持する, 自国内市場からの, あるいは貿易相手国市場からの, 輸送費用を考慮した当該財の「供給力」を意
味する. 本稿では, これらの市場アクセス, およびサプライヤーアクセスの概念を用いて, 東アジア各国が保持
























































まず第 1章では, 東アジアにおける日系冷凍食品企業の生産拠点を対象にして, データサーベイと日系冷凍
食品企業および JETROへのヒアリング調査の結果から, その立地動向の概要と課題を明らかにすることを目
的とした.
その結果, プラザ合意以降から 1990年代中ごろまでは, 安価な労働力やそれを利用した生産, 生産品の日本
への逆輸入を主な目的として東アジアへ進出し, 低い生産コストで生産した製品を日本へ逆輸入することで,
企業利潤を高めていたことが明らかになった. 一方で, 近年においては, 東アジアの経済成長を背景に賃金が高
騰し, かつての主な進出動機であった, 安価な労働力とそれを利用した日本への逆輸入が, 主な進出動機となら
{ 4 {
なくなったこと, 現地国市場の獲得が主目的となったことが, データサーベイとヒアリング調査から明らかに
なった. また, 生産コスト削減要因として重要であった優遇措置も, 近年では日系冷凍食品企業にとっては, あ
まり恩恵が得られなくなってきていることがわかった. さらに, 現地市場型への生産にシフトした日系冷凍食
品企業にも, 冷蔵庫の未普及やコールドチェーンの未整備状態, 消費格差, 消費者のニーズの把握など, 多くの
課題があることがヒアリング調査から明らかになった.
東アジアにおける食品に対する需要力と供給力
第 2章では, Redding and Venables [54] に基づいて, 東アジアにおける 1985年から 2009年までの食品貿
易関数を推定し, 食品の市場アクセスとサプライヤーアクセスを算出することによって, 東アジア各国がもつ
食品の「需要力」と「供給力」の推移を明らかにすることを目的とした. 近年経済成長の著しい東アジアにつ
いて, 各国がもつ食品の「需要力」と「供給力」の推移を, NEG理論に基づいて数値化し, 可視化したことが
本章の特徴である. 貿易関数の推定の結果より, 輸出国の特徴として用いた相対輸出価格と, 輸入国の特徴とし
て用いた輸入国市場規模については, どちらも最終財で最も係数が大きくなり, 付加価値が大きくなるにつれ
て, 価格優位性や輸入国市場規模が大きい方が貿易が活発化するという結果を得た. また, 輸送費用として用い
た二国間時間距離については, 素材と最終財について係数が 1を超え, 両財の貿易において輸送費用が重要で
あることが明らかになった. 素材の係数の絶対値が最も大きいのは, 加工度が低いほど財の物理的な大きさが
大きく, 単位当たり付加価値が下がるため, より輸送コストを削減しようとするためと考えられ, 現実に即した
結果を得た. 同じく取引費用として用いた自由貿易協定の締結の有無は, 最終財が最も係数が大きく, 加工度が
低いほど係数が小さくなる傾向にあり, 農産品ほど関税によって保護される傾向があることを表す結果を得た.
さらに, 貿易関数を推定して得たパラメータを利用して算出した, 市場アクセスとサプライヤーアクセスに
ついて見ると, 素材と中間財, 最終財で大きく特徴が異なることが明らかになった. 特に加工度が高く, 付加価
値が高い最終財で, 日本やシンガポールなどの所得水準の高い国の市場アクセスが非常に高く (需要力が高く),
中間財や素材に関しては, 実質 GDP の高い日本よりも, 地理的に中心に位置し, 輸送費用が日本よりも低い
シンガポールや香港が高い値となった. また逆に供給については, 対象国内の地理的な中心付近に位置するマ
レーシアやフィリピンについて, サプライヤーアクセスが高くなっており, 取引費用の低さから, 供給力が高い
ことを表す結果を得た. さらに, 食品への需要を表す市場アクセスは, いずれの財においても増加傾向にあり,
特に, 1990年代以降日本の市場アクセスがほぼ横ばいになっているのに対して, 東アジア各国の市場アクセス
が大きく上昇しており, 東アジア各国内における需要力が増加していることが明らかになった. 一方で, 食品の
供給を表すサプライヤーアクセスに関しては, 中間財では増加傾向にあり, 最終財では減少傾向にある. これ
は, 中間財に関しては食品の原材料価格の高騰を反映しており, 一方で最終財に関しては製品価格の下落を反
映していると考えられ, 農産品などの素材に関しては, 気候変動などによる価格の上下が激しく, 一概には言え
ないが, いずれにおいても, 現実を反映した結果を得た.
東アジアにおける日系冷凍食品企業の立地選択要因の変化




ト削減要因である実質賃金やインフラ, 優遇措置とともに, NEGモデルが重視する, 需要力を表す市場アクセ
ス, 供給力を表すサプライヤーアクセスが重要であることが明らかになった. さらに, 1990年代と 2000年代
とで, 日系冷凍食品企業が重視する立地要因が変化してきている可能性が示唆された. 具体的には, プラザ合意
からアジア通貨危機前までの 1985年から 1997年には, 日本への逆輸入と立地国内からの原材料の供給を重要
視していたが, アジア通貨危機以降には, 立地国内市場の需要と立地国内からの原材料供給を重要視するよう
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第 4章では, 第 3章で日系冷凍食品企業は立地国内市場を重視していることが明らかになったため, 立地国
内市場獲得の際の障壁となり得る, 立地国内の冷蔵庫普及率の状況を考慮するモデルを新たに構築した. 具体
的には, Redding and Venables [54] 等に基づいて, 東アジアにおける 1985年から 2010年までの食品貿易関
数を推定し, 冷蔵庫普及率を加味した市場アクセスとサプライヤーアクセスの算出によって, 東アジア各国が
もつ『冷凍食品の「需要力」と「供給力」』の推移を明らかにし, 第 2章で算出した冷蔵庫普及率を考慮しない
従来型の需要力・供給力との比較を行うことを目的とした. 特に, 近年経済成長の著しい東アジアについて, 各




場規模については, いずれも最終財で最も係数が大きくなり, 加工度が高く, 付加価値が大きくなるにつれて,
価格優位性や輸入国市場規模が大きい方が貿易が活発化するという結果を得た. 二国間輸送費用として用いた
二国間時間距離については, 素材の係数の絶対値が最も大きくなり, より輸送費用を削減しようとするとした
結果を得た. 同じく二国間輸送費用として用いた自由貿易協定の締結の有無は, 第 2章では, 最終財が最も係数
が大きく, 加工度が低いほど係数が小さくなる傾向にあったが, 本章では中間財でもっとも係数が大きくなっ
た. また, 素材では有意とならなかったことから, 2010年までを分析の対象とした場合には, 農産品などの素
材は FTAによって貿易は活発化しない結果となった. 冷蔵庫普及率については, 素材と最終財で係数が大き
くなった.
貿易関数の推定結果から算出した, 市場アクセス, サプライヤーアクセスについて見ると, 冷蔵庫普及率を考
慮しない場合については, 特に加工度が高く, 付加価値が高い最終財で, 日本や香港, シンガポールなどの所得
水準の高い国の市場アクセスが非常に高く, 需要力が高いことを表す結果となったが, 冷蔵庫普及率を考慮し
た場合については, 最終財でも日本よりも地理的に中心に位置する香港やシンガポールで, 市場アクセスが大










第 5 章では, 東アジアにおける日系冷凍食品企業の最終財生産拠点を対象にして, Fujita, Krugman and
Venables [14], Fujita and Thisse [15] 等に代表される NEG理論に基づき, コールドチェーンの末端である冷
蔵庫普及率を考慮した, 立地先の市場アクセスとサプライヤーアクセスが, 日系冷凍食品企業の立地選択に影





減要因である実質賃金, インフラ指数, 優遇措置とともに, 本章で着目した冷蔵庫普及率を加味した市場アクセ
ス, およびサプライヤーアクセスが重要であることが明らかになった. また, 冷蔵庫普及率を考慮した市場アク
セスおよびサプライヤーアクセスを採用したモデルが, もっともモデルの適合度が高かったことからも, 日系
冷凍食品企業にとって当該国内の冷蔵庫普及率が重要であることが実証された. これは特に冷凍食品の製品の
特徴を捉えた結果と考えられ, コールドチェーンの最も川下にあたる, 消費者の生活水準の向上が, 最も川上に
あたる, 日系冷凍食品企業の立地選択行動に影響を及ぼす可能性が示唆された. 今回の分析により, 立地先の国









2: 当該国内の消費者の生活水準の向上, あるいは当該国内における輸送の質の向上が, 日系冷凍食品企業の立
地選択行動に影響を及ぼすか
を定量的に明らかにすることを目的として分析を行った. 特に冷凍食品の需要あるいは供給に大きく関連する




特にアジア通貨危機前の, 1980年代後半から 1990年代にかけては, 安価な労働力や原材料である農産品, 東ア
ジア各国が競って導入した外資優遇政策とともに, 日本への逆輸入, すなわち安価な労働力や原材料を利用し,
コスト削減に重点を置いた生産を東アジア各国内で行い, 最終財は日本で販売するとした, いわゆる垂直型の
生産を行うことが, 日系冷凍食品企業の東アジアへの主な進出動機であった. しかし, ヒアリング調査でも挙げ
られたように, アジア通貨危機以降の 2000年代においては, 東アジア各国内における経済成長を背景とした,
賃金の高騰や, 日本国内における消費の停滞, また一方では東アジア各国内における購買力, あるいは需要の増
加などの理由から, 日系冷凍食品企業は特に東アジア国内の市場に着目するようになり, 立地国で生産した財
を立地国内市場で販売する, いわゆる水平型の生産を行うことを, 主な進出動機とするように変化したことが
明らかになった. また, 1990年代までは日本への逆輸入と優遇措置が主な進出動機となっていたが, 2000年代
に入ると, それ以上に東アジア国内の市場の存在が, 日系冷凍食品企業の新規立地選択要因として重要となっ
てきた可能性が示された. 先行研究でも, これらの進出動機の変化の存在は示唆されてきたが, 本研究ではそれ
を, ヒアリング調査と計量分析の両面から実証した.
当該国内の消費者の生活水準の向上あるいは輸送の質の向上による影響
冷凍食品の財の特徴として, 調理が簡便であるものの, 価格が他の食品よりも高く, 保存の際に冷蔵庫が必要
とされることなどから, 一定以上の所得水準, 生活水準が消費者にも求められ, 1990年代までは東アジアにお
いては, 冷凍食品はあまり一般的な財ではなかった. しかし 2000年代以降の経済成長を背景に, 中間所得層が






そこで本研究では, ある国 (あるいは地域)が保有する, 輸送費を考慮した需要力を表す市場アクセス, 輸送
費を考慮した供給力を表すサプライヤーアクセスに, 消費者の生活水準の向上, あるいは輸送の質の向上を表
す代理変数として, 各国内における冷蔵庫普及率を導入し, 立地選択要因分析を行った. 推定の結果から, 日系
冷凍食品企業は当該国内の冷蔵庫普及率を重視していることが明らかになり, 冷凍食品の財の特徴を捉えたと
考えられる結果を得た. ここから, サプライチェーンのうち最も川下にあたる消費者の生活水準の向上が, 最も
川上にあたる日系冷凍食品企業の立地選択行動に影響を及ぼす可能性が示唆された. また, 日系冷凍食品企業
は, 立地先国内における輸送の質, 具体的には製品を低温に保つための輸送網を重視していることが明らかに










また 2点目として, 冷蔵庫普及率以外の各国における消費者の生活水準の向上が挙げられる. 例えば, 消費
者の生活水準の向上として, 冷凍食品と関連の深い電子レンジの普及率を, 今回と同様にして冷蔵庫の普及率
の代わりに導入したところ, 有意な結果を得ることが出来なかった. その理由としては, 電子レンジを使わない
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